
第47回大会〕 フォーラム・ポスター発表Ｉ：少子化・高齢化社会と多様化する日本の家族

I Ap- 5（P）　　　　　　　食生活家事労働の社会化と高齢単身者世帯

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和女子大院生活機構○伊藤純伊藤セツ

目的：日本では高齢化社会が進み、高齢者の単身世帯が増えている。厚生省では「アクテ

ィブ８０ヘルスプラン」で、人生８０年時代の健康管理能力の推進を提唱している。しか

し、加齢に伴い、食生活管理を自立して行うことが不可能になるケースが多い。高齢者が

性別役割分担を固定した生活を体験してきた場合、特に男性高齢者は女性以上に困難な問

題をかかえることになる。本研究は、食に関する労働とジェンダー研究から一部を取り出

し、高齢単身者世帯の食生活の実態を男女別に明らかにし、今後の施策を検討する。

方法：文献精査、国勢調査・家計調査・全國肖費実態調査等の統計資料の加工分析、地域

高齢者向け食事サービスの聞き取り、見学等により、総合的に考察を行った。

結果：食料費の中から食生活家事労働の社会化と関連する

-/,I-i-T-派品及び外食費について年齢階層別、単身男女別支出額の相違を明らかにした。その結集､曝食費は常に女性より高

いが他の支出については複雑な動きを示していることがわかった。単身高齢者をささえる

地城の第三セクターや互助的市民活動は、女性が食生活家事労働の延長としてその担い手

となり、給食サービスのみならず、会食等の新しいサポートシステムを作り出していた。

　多様な家族の選択が進むなか、これからの高齢化社会では、単身男女高齢者の食生活家

事労働技術や社会化について生活科学サイドからの研究がすすめられなければならない。

1 Ap- 6（P）高齢社会における福祉教育の実態と課題一神奈川県横浜市と栃木県を事例として

　　　　　　横浜国立大教育　○鈴木敏子　大阪市立苅田北小　増渕朱美

　　　目的　近年、わが国の家族が、少子化、高齢化、多様化というような方向で変化してい

　　る折、学校、社会、家庭のそれぞれにおいて、家族に関する教育や学習をどのようにすす

　　めていったらよいか、ということを検討してみることは重要であろう。ここでは、学校教

　　育で実施されてきた福祉教育に目を向け、家政学の視点から、福祉教育およびその中でも

　　高齢化や高齢者の扱われ方の実態を把握し、課題を明らかにする。

　　　方法　地域性の異なる横浜市と栃木県を例にとって、まずそれぞれの福祉教育の特徴を

　　制度面から明らかにする。次いで、1989年度から1992年度の間に、福祉教育協力校となっ

　　た横浜市の小学校150校、中学校96校、高校22校、栃木県では各々87校、51校、23

　　校（合計429校）を対象とし、1993年11月、福祉教育実践の実情について、郵送法で実施

　　した調査（有効回収校数・率は全体で315校、73.4 %）をもとに分析・考察する。

　　　結果　福祉教育といっても、横浜市では地域の連携をはかることに、栃木県では高齢者

　　福祉教育に、とねらいや内容の力点のおき方に相違がみられた。それは、横浜市は人口移

　　動が激しかったり世帯構成が小規模・単純化したりしていることの、栃木県は人口高齢化

　　が全国平均よりやや進んでいる、といった地域の特性を反映しているものである。学校に

　　おいて福祉教育が実践される機会は、児童（生徒）会活動、学校行事などの特別活動が一

　　番多い。横浜市の84％、栃木県の97％の学校が福祉教育に高齢者に関する内容を取り入れ

　　ていた。福祉教育、高齢者の内容とも、ねらいを心情面の育成におくことが多く、国際家

　　族年の理念や1982年の高齢者問題国際行動計画にみられるような、家族や高齢者の人権保

　　障の視点の位置づけは弱いものになっている。
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